
新型インフルエンザワクチン購入契約における企業への損失補償条項の存在が
確認されている国一覧

１ アイスランド １２ スロベニア

２ アイルランド １３ チェコ

３ イギリス １４ デンマーク３ イギリス １４ デンマーク

４ イタリア １５ ドイツ

５ オランダ １６ ノルウェー

カナダ ド６ カナダ １７ フィンランド

７ キプロス １８ フランス

８ ギリシャ １９ ベルギー

９ スイス ２０ ポルトガル

１０ スウェーデン ２１ ルクセンブルク

１１ スペイン

（注） 本一覧は、企業から、補償条項を含む契約が締結されたことについて、公表の了解が得られた国として示されたも
のである。ただし、各国の補償条項の詳細な内容（補償の対象範囲等）については契約上の秘密として明らかにされて
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のである。ただし、各国の補償条項の詳細な内容（補償の対象範囲等） ては契約 の秘密として明らか されて
いない。

（参考） アメリカの緊急事態準備対応法では、長官が宣言する公衆衛生上の緊急事態において、パンデミック・エピデミック対策
製品の処方、流通又は製造を行う業者及び国に対して、当該製品の処方、使用等に関する不法行為に基づく請求権につい
て免責権を与えることとしている。免責権を与 る る。

ただし、故意の不正行為（※）を行い、重大な身体障害又は死亡を引き起こした業者等は対象外。

（※） 不正な目的を成し遂げるために法的又は事実上の正当事由がないことを認識し、かつ、損害が利益をほぼ確実に上回ることが既に知られて

いるか又は明らかであるリスクを無視して意図的に取られる作為又は不作為をいう。

◎日本国憲法（昭和２１年憲法）

第八十五条 国費を支出し、又は国が債務を負担するには、国会の議決に基くことを必要とする。

◎財政法（昭和２２年法律第３４号）◎財政法（昭和２２年法律第３４号）

第十五条 法律に基くもの又は歳出予算の金額（第四十三条の三に規定する承認があつた金額を含

む。）若しくは継続費の総額の範囲内におけるものの外、国が債務を負担する行為をなすには、予め予
算を以て 国会の議決を経なければならない算を以て、国会の議決を経なければならない。

（参考：他法の例）
◎原子力損害賠償補償契約に関する法律（昭和３６年法律第１４８号）

（原子力損害賠償補償契約）
第二条 政府は、原子力事業者を相手方として、原子力事業者の原子力損害の賠償の責任が発生した

場合において、責任保険契約その他の原子力損害を賠償するための措置によつてはうめることができ
ない原子力損害を原子力事業者が賠償することにより生ずる損失を政府が補償することを約し 原子力ない原子力損害を原子力事業者が賠償することにより生ずる損失を政府が補償することを約し、原子力
事業者が補償料を納付することを約する契約を締結することができる。

（補償契約の締結の限度）
第八条 政府は 一会計年度内に締結する補償契約に係る補償契約金額の合計額が会計年度ごとに国第八条 政府は、 会計年度内に締結する補償契約に係る補償契約金額の合計額が会計年度ごとに国
会の議決を経た金額をこえない範囲内で、補償契約を締結するものとする。

（国の措置）
第十六条 政府は 原子力損害が生じた場合において 原子力事業者（外国原子力船に係る原子力事業第十六条 政府は、原子力損害が生じた場合において、原子力事業者（外国原子力船に係る原子力事業

者を除く。）が第三条の規定により損害を賠償する責めに任ずべき額が賠償措置額をこえ、かつ、この
法律の目的を達成するため必要があると認めるときは、原子力事業者に対し、原子力事業者が損害を
賠償するために必要な援助を行なうものとする。
前 援助 会 議決 政府 属さ られた権限 範 内 お 行なうも とする２ 前項の援助は、国会の議決により政府に属させられた権限の範囲内において行なうものとする。

（注）他法の例では、原子力発電所により発生する極めて大きなリスクについても、企業側が保険制度により拠出を行い、
なおカバーできない部分を国が予算額の上限の範囲内で補填する仕組みとしている。



現行の予防接種法の臨時接種について

予防接種法第６条に規定する予防接種の実施体制は、以下のとおり。予防接種法第６条に規定する予防接種の実施体制は、以下のとおり。

①対象疾病の指定 ①まん延予防上の緊急

第２項の適用臨時接種の基本スキーム

①対象疾病の指定

②まん延予防上の緊急

①まん延予防上の緊急
の必要性の判断

②対象疾病の指定

都道府県

厚生労働省の必要性の判断

③対象者等の決定
③対象者等の決定 接種指示

厚生労働省

都道府県

④接種の実施
④´接種指示

都道府県

④接種の実施

市町村⑤´接種の実施
市町村

第六条 都道府県知事は、一類疾病及び二類疾病のうち厚生労働大臣が定めるもののまん延予防上
緊急の必要があると認めるときは、その対象者及びその期日又は期間を指定して、臨時に予防接種

◎予防接種法（昭和23年法律第68号）

緊急 必要 ある 認 る き 、そ 対象者及びそ 期 又 期間を指定 、臨時 予防接種
を行い、又は市町村長に行うよう指示することができる。

２ 厚生労働大臣は、前項に規定する疾病のまん延予防上緊急の必要があると認めるときは、政令の
定めるところにより、同項の予防接種を都道府県知事に行うよう指示することができる。

見直し後の予防接種法の臨時接種について

現行の臨時接種の適用時に、国の定める優先順位等に従った適切な実施を確保する必要がある。

①まん延予防上の緊急
の必要性の判断

②対象疾病 指定

現行 臨時接種 適用時 、国 定 る優先順位等 従 適切な実施を確保する必要 ある。

②対象疾病の指定
③対象者等の決定
（優先接種対象者）

製造販売業者

④接種指示

協力要請ワクチンの供給

厚生労働省

卸売販売業者

④接種指示

④接種指示

都道府県 市町村
ｏｒｏｒワクチンの供給

報告徴収等

医療機関 医療機関
⑤接種の実施

今回の新型インフルエンザ(A/H1N1)のように、パンデミック時には、一時的に十分なワクチ
供給量が確保されな があ うるが うな場合 必 性が高 者 対

優先接種の必要性について

ンの供給量が確保されないことがありうるが、このような場合には、より必要性が高い者に対
する接種機会が適切に確保されるよう、国において優先順位を設定し、当該順位に従った予
防接種の適正な実施を確保する必要がある。


